
平成２５年度発達障害に関する実態調査結果について 

 

 

 

 

 

１ 調査対象 

（１）長野県公立小・中学校児童生徒 

（２）長野県公立高等学校生徒 

 

 

２ 調査時期 

（１）小・中学校  各年度９月末 

（２）高等学校   各年度８月末 

 

 

３ 調査方法 

調査用紙を各学校に配布し、各項目について、医師の診断や臨床心理士、児童相談所等の

専門機関の判定を受けている児童生徒数（高等学校にあっては医師の診断のある生徒数）を

カウントした。 

 

 

（参 考） 

調査結果における「対全体比」の母数については、各年度５月に実施している学

校基本調査の統計を使用した。 

（１）小・中学校（平成２５年度の児童生徒数） 

小学生  １１６，３４３人 

中学生   ６０，４８２人 

合 計  １７６，８２５人 

 

（２）高等学校（平成２５年度の生徒数） 

全日制  ４７，０３９人 

定時制   ２，１８９人 

通信制   ２，３３７人 

合 計  ５１，５６５人 

 

 

 

義務教育課 

高校教育課 

特別支援教育課 

教学指導課心の支援室 



４ 小・中学校における発達障害に関する実態調査の結果について 

（１）ＬＤ（学習障害）児童・生徒の在籍数                （単位：人） 

年 度 小学校 中学校 合 計 対全体比 

１５年度 81 33 114 0.06％ 

２２年度 169 103 272 0.15％ 

２３年度 177 124 301 0.17％ 

２４年度 170 132 302 0.17％ 

２５年度 176 145 321 0.18％ 
 
（２）ＡＤＨＤ（注意欠陥／多動性障害）児童・生徒の在籍数        （単位：人） 

年 度 小学校 中学校 合 計 対全体比 

１５年度 359 104 463 0.24％ 

２２年度 776 362 1,138 0.62％ 

２３年度 889 441 1,330 0.73％ 

２４年度 951 461 1,412 0.79％ 

２５年度 1,079 513 1,592 0.90％ 
 
（３）ＯＤＤ（反抗挑戦性障害）児童・生徒の在籍数            （単位：人） 

年 度 小学校 中学校 合 計 対全体比 

１５年度 3 0 3 0.00％ 

２２年度 8 6 14 0.01％ 

２３年度 13 6 19 0.01％ 

２４年度 15 6 21 0.01％ 

２５年度 10 7 17 0.01％ 
 
（４）アスペルガー症候群と診断された児童・生徒の在籍数          （単位：人） 

年 度 小学校 中学校 合 計 対全体比 

１５年度 － － － － 

２２年度 526 311 837 0.45％ 

２３年度 512 332 844 0.46％ 

２４年度 517 339 856 0.48％ 

２５年度 491 343 834 0.47％ 
 
（５）その他の児童・生徒の在籍数                     （単位：人） 

年 度 小学校 中学校 合 計 対全体比 

１５年度 217 39 256 0.13％ 

２２年度 1,187 334 1,521 0.82％ 

２３年度 1,422 412 1,834 1.01％ 

２４年度 1,592 479 2,071 1.15％ 

２５年度 1,744 585 2,329 1.32％ 

障 害 例 広汎性発達障害(PDD)、高機能自閉症、行為障害(CD)児童・生徒数の計 
 
（６）(1)～(5)までの合計児童・生徒数                   （単位：人） 

年 度 小学校 中学校 合 計 対全体比 

１５年度 660 176 836 0.43％ 

２２年度 2,666 1,116 3,782 2.05％ 

２３年度 3,013 1,315 4,328 2.37％ 

２４年度 3,245 1,417 4,662 2.60％ 

２５年度 3,500 1.593 5,093 2.88％ 
※ アスペルガー症候群については、平成 19 年度から調査開始。 



５ 高等学校における発達障害に関する実態調査の結果について 
 

（１）ＬＤ(学習障害) 

（単位：人・％） 

年度 全日制 定時制 通信制 合計 対全体比 

２２年度 ３４ １９ ５ ５８ ０．１１％ 

２３年度 ３３  ９ １ ４３ ０．０８％ 

２４年度 ４４ １２ ３ ５９ ０．１１％ 

２５年度 ３４ １９ ０ ５３ ０．１０％ 
 

（２）ＡＤＨＤ(注意欠陥多動性障害) 

（単位：人・％） 

年度 全日制 定時制 通信制 合計 対全体比 

２２年度  ９３ ３１ ７ １３１ ０．２４％ 

２３年度  ８６ ３２ ５ １２３ ０．２３％ 

２４年度 １１８ ３４ ０ １５２ ０．２９％ 

２５年度 １３１ ３６ ３ １７０ ０．３３％ 
 

（３）ＨＦＰＤＤ(高機能広汎性発達障害) 

（単位：人・％） 

年度 全日制 定時制 通信制 合計 対全体比 

２２年度 １６０  ６５  ５ ２３０ ０．４２％ 

２３年度 １７９  ８５ １５ ２７９ ０．５３％ 

２４年度 ２２３ １０６ １６ ３４５ ０．６５％ 

２５年度 ２０５ １１１ １８ ３３４ ０．６５％ 

※高機能広汎性発達障害には高機能自閉症、アスペルガー症候群を含む 
 

（４）複数の診断 

（単位：人・％） 

年度 全日制 定時制 通信制 合計 対全体比 

２２年度 ２１  ７ １ ２９ ０．０５％ 

２３年度 １３  ６ １ ２０ ０．０４％ 

２４年度 １０ １２ ０ ２２ ０．０４％ 

２５年度 ２１ １３ １ ３５ ０．０７％ 

※複数の診断に含まれる診断例： 

ＬＤ(学習障害)とＡＤＨＤ(注意欠陥多動性障害) 

ＡＤＨＤ(注意欠陥多動性障害)とＨＦＰＤＤ(高機能広汎性発達障害) 

ＬＤ(学習障害)とＨＦＰＤＤ(高機能広汎性発達障害) 

 

（５）合計 

（単位：人・％） 

年度 全日制 定時制 通信制 合計 対全体比 

２２年度 ３０８ １２２ １８ ４４８ ０．８２％ 

２３年度 ３１１ １３２ ２２ ４６５ ０．８８％ 

２４年度 ３９５ １６４ １９ ５７８ １．０９％ 

２５年度 ３９１ １７９ ２２ ５９２ １．１５％ 

 

 



６ 診断を受けている生徒が在籍する高等学校数 

（単位：校） 

年度 全日制 定時制 通信制 

２２年度 ７０ １８ ２ 

２３年度 ７５ １８ ２ 

２４年度 ７８ １８ ２ 

２５年度 ７４ １８ ２ 

 

７ スクリーニングにより、特別な支援が必要だと思われる高等学校生徒数 

（単位：人・％） 

年度 全日制 定時制 合計 対全体比 

２２年度 ７８８ ２６２ １，０５０ ２．０６％ 

２３年度 ７８９ ２５３ １，０４２ ２．０７％ 

２４年度 ８３１ ３１４ １，１４５ ２．２７％ 

２５年度 ５７２ ３１３    ８８５ １．８０％ 

※通信制については、課程の特性により調査の対象外とした 

 

８ 診断を受けている高等学校生徒の進路状況(２４年度卒業生) 

（単位：人） 

障害名 進学 就職 作業所等 その他 合計 

学習障害（LD）  ４  ９ １  ２ １６ 

注意欠陥多動性障害（ADHD） １６ １５ １  ３ ３５ 

高機能広汎性発達障害（HFPDD） ６１ １５ ４ １５ ９５ 

複数の診断  ０  ０ ０  ０  ０ 

合計 ８１ ３９ ６ ２０ １４６ 

※高機能広汎性発達障害には高機能自閉症、アスペルガー症候群を含む 

※その他の進路：家居、アルバイト等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 分析と現状の取組について 

（１）調査結果の分析 

  ・ 診断のある発達障害の児童生徒（ＬＤ・ＡＤＨＤ，高機能発達障害及びアスペルガー

障害等）の人数が年々増加している。 

なお、背景の一つとして、発達障害に対する知識・理解が普及してきたこと、発達障

害児の早期発見・早期療育の受け入れ体制整備が広がったこと等が、早期から医療機関

につながって診断等を受けるケースが以前より増えたためではないかと考えられる。 

 

（２）現状の取組について 

① 地域連携の充実 

   ○「高等学校特別支援教育支援員」の配置 

     外部人材（４人）を活用し支援が必要な生徒が多数在籍する高校を支援し、高校

の受け入れ体制の整備を図る。 

 

   ○「特別支援教育地区代表者会」の開催と支援 

      特別支援教育を推進する各地域のキーパーソンが一同に会し、より効果的に機能

する各地域の支援体制の構築を図る。 

 

   ○ 地域の中核となるコーディネーター養成研修 

 郡市校長会等の推薦により選出した、地域の中核となって特別支援教育を推進す

るコーディネーターの養成研修を行い、地域の支援力向上や地域連携の充実を図る。 

 

  ② 校内支援体制の整備・充実 

   ○「発達障害支援力アップ」出前研修の実施 

     各学校、市町村教委等の要請に応じ、専門性の高い教員等を派遣して研修を実施

し、幼保、小、中、高教員等の発達障害に関する基礎理解と支援力向上を図る。 

 

   ○「発達障害支援研究協議会」の開催 

      「発達障害児等を支える指導・支援事例集」を活用し、研究協議を行い、発達障

害児等の支援に係る理解の深化と充実を図る。 

 

   ○「高等学校特別支援教育研究会」の開催 

     高等学校の学校運営の中心となる教員を対象に、その役割に応じた研修を実施し、

発達障害のある生徒への学校組織としての支援力向上を図る。 

 

   ○「小中学校における、通常の学級を基盤とした連続的教育対応モデル研究」の実施 

   発達障害のある児童生徒が、通常の学級を基盤としながら適切な支援が受けられ

る学校体制の在り方について小学校モデル校を 4校指定し、実践研究を行い、その

研究成果を発信する。 


